
（２）当事者であるこどもの権利擁護の取組（意見聴取・意見表明等支援等） 

 

１．策定要領 

（１）基本的考え方 

 令和4年改正児童福祉法において、措置の実施及び措置実施中の処遇に対する児童の意見
又は意向に関し、都道府県児童福祉審議会等による調査審議・意見具申が行われるよう
にすることその他の方法により、こどもの権利擁護に係る環境整備が業務に位置付けら
れた。 

 

（２）計画策定にあたっての主な留意事項 

 計画策定項目に直接関係するものはなし。 

 

（３）必要的記載事項抜粋 

 計画策定項目に直接関係するものはなし。 

 

 ※資源の必要量等（下線部は年度ごとの定量的な整備目標も要領に明記） 

 ・意見表明等支援事業を利用可能なこどもの人数及び割合並びにそのうち事業を利用し
たこどもの割合 

 ・措置児童等を対象としたこどもの権利擁護に関する取組に係る子ども本人の認知度・
利用度・満足度の確認体制の整備 

 ・措置児童等を対象とした子どもの権利に関する理解度の確認体制の整備 

 ・措置児童等を対象とした日頃から意見表明ができる子どもの割合及び意見表明に係る
満足度の確認体制の整備 

 ・児童福祉審議会における子どもの権利擁護に関する専門部会またはその他の子どもの
権利擁護機関の設置及び運営体制の整備 

 ・社会的養護施策策定の際の検討委員会への当事者であるこども（社会的養護経験者を
含む）の委員としての参画体制や措置児童等に対するヒアリングやアンケートの実施
体制の整備 

 ・社会的養護に関わる関係職員及び子ども自身に対する子どもの権利や権利擁護手段に
関する研修や啓発プログラム等の実施回数、受講者数等 

 

 

 

 

 

 

資料２ 



２．府の現状と整備・取組方針 

 

（府の主な取組み） 

○意見表明等支援事業について、民間機関に委託し、モデル事業を令和２年度から実施。

現在、複数の児童養護施設の他、府一時保護所でも実施。 

○意見聴取等措置について、令和６年４月から実施。また、子どもの権利擁護に係る環

境整備として、児童福祉審議会である府子ども家庭審議会に子どもの意見表明等支援

委員会を設置。 

○「子どもの権利ノート」の活用。 

○子ども家庭センター担当ケースワーカーによる施設・里親等の訪問、面接。 

 

（整備方針） 

＜代替養育を必要とする子どもにおける事業を利用可能な子ども数と割合の目標＞ 

 

 

＜子どもの権利や権利擁護手段に関する研修や啓発プログラム等の実施回数、受講者数＞ 

 

現状 R7 R8 R9 R10 R11

代替養育を
必要する子
どもの見込
み数（人）

1,594 1,576 1,567 1,559 1,552 1,545

事業を利用
可能な子ど
も数(人）

144 244 344 444 544 644

事業を利用
可能な子ど
もの割合
（％)

9.0% 15.5% 22.0% 28.5% 35.1% 41.7%

備考

事業展開に向けて必要
なアドボケイト確保に
ついて、毎年度10名程
度を想定。
現状の訪問状況を踏ま
え、１施設（府所管施
設平均定員50名）訪問
拡大には5名程度新規
アドボケイトが必要。
拡大に向けて、各年度
2施設100名の新規拡大
を目標値に設定

現状 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 備考

関係職員に対する権利擁護に関する研
修・啓発プログラム等の実施回数

9 7 7 7 7 7

受講者数 264 250 250 250 250 250

センター職員向け研
修、施設等向け研修の
ほか、事業新規実施施
設2か所/年を元に目標
設定



確認体制の整備 

☞意見表明等支援事業に関する子どもの認知度・利用度・満足度については、意見表明等

支援事業の実施時にアンケート等を実施 

☞措置児童等を対象とした子ども権利に関する理解度や日頃から意見表明ができる子ども

の割合、満足度については、施設訪問調査時に児童に確認 

☞令和 6 年度より児童福祉審議会である大阪府子ども家庭審議会の中に、「子どもの意見

表明等支援委員会」を設置。 

☞また、府の社会的養育にかかる基礎となる本計画策定にあたっては、社会的当事者参画

のほか、子どものヒアリング・アンケート等による意見聴取を実施予定（第２回 WG に

て手法等を議論） 

 

 

（取組方針（案）） 

・児童養護施設等への訪問アドボカシーの拡充 

・未実施種別への拡充の検討（児童心理治療施設、児童自立支援施設、障がい児入所施設、

里親 等） 

・研修や啓発プログラムを通じ、児童相談所職員や施設職員等関係者への周知と理解醸成 

 

 

（関係機関等） 

・乳児院、児童養護施設等 

・子ども家庭センター 

・児相設置自治体 

・府内児相設置市 

 

 

 

３．進捗の自己点検及び評価の方法 

・評価指標の補足 

（評価のための指標例）  

資源の必要量項目と同様。体制整備を経たうえで、以下の項目も実施 

・措置児童等を対象とした子どもの権利擁護に関する取組に係る子ども本人の認知度、利
用度、満足度 

・子どもの意見表明等支援委員会に対し子どもから意見の申し立てがあった件数 

・当事者参画の有無、措置児童等へのヒアリングやアンケート実施の有無 

 


